（第５号様式）

農用地利用計画変更審査調書
	番号；
	変更区分；
	

	変更前の土地所有者の氏名；
	変更後の土地利用者の氏名；

	変更しようとする土地の所在地；
	変更後の土地利用計画；

	変更しようとする具体的な理由
	

	土地基盤整備事業の実施（予定）状況等
	事業名；

	
	事業実施(予定)年度;　　年度～　 　年度
	工事完了公告の工事完了日；

	
	非農用地協議の状況；　　協議なし　　　協議済（協議回答日；　　　　　　　　）

	他法令の許認可見込み
	農地区分
	　□１種　　□２種　　□３種
　判断根拠（農地転用許可に係る審査基準（平成21年12月11日付け21農政第41797号香川県農政水産部長通知）、

法第　　条第１項　許可基準１の　　　　　　　　　　　）

	
	１種農地の場合、不許可の例外の理由
	

	
	１種農地を２種又は３種とする場合、その理由
	

	
	農地転用許可の見込み
	　□有　　□無　　□適用なし

　有の場合　

　許可適用基準（農地転用許可に係る審査基準（平成21年12月11日付け21農政第41797号香川県農政水産部長通知）、

法第　　条第１項　許可基準１の　　　　　　　　　）

	
	都市計画区域
	　□非線引都市計画区域【特定用途制限地域　有　無　】　

　※特定用途制限地域　有の場合　　　　　　　　地域

　□区域外

	
	開発許可の見込み
	　□有　　□無　　　適用なし

	
	その他（　　　　　）
	　□有　　□無　　※申請が住宅の場合：農家要件　　有　　無

	関係機関との調整状況
	農業協同組合；調整済・調整見込み（有・無）
	農業委員会；調整済・調整見込み（有・無)

	
	土地改良区；調整済・調整見込み(有・無)
	その他（　　　　　　）；

	その他（被害防除計画など）の問題点
	　□無　　□有（内容；　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


	　市町の意見
	農振法に規定する変更要件の適合性（具体的に記載すること。）

	
	
	農用地区域からの除外（法第13条第2項）

	
	
	
	①第1号（必要性、規模の妥当性及び代替性）

	
	
	
	②第2号（農業上の効率的かつ総合的な利用への支障）

	
	
	
	③第3号（担い手の利用集積への支障）

	
	
	
	④第4号（土地改良施設の機能への支障）

	
	
	
	⑤第5号（農業投資効果の確保）

	
	
	農用地区域への編入（法第10条第3項）

	
	
	用途区分の変更（法施行規則第4条の2第1項第2号）

	
	総合意見

	添付資料
	農用地利用計画変更申出書（写）


【記載上の留意事項】

「市町の意見」欄について

１「変更要件の適合性」の「農用地区域からの除外」欄

○県策定の「市町の農用地利用計画の変更（農用地区域からの除外）に係る判断基準」を基に、個別、具体的に判断をすること。

○各要件ごとの留意事項は、次のとおりである。

① 第１号要件　

次のことを確認の上、その妥当性を判断すること。

○代替性については、用途地域、農業振興地域外、農振白地地域、農用地区域（第２種・第３種農地）、農用地区域（第１種農地）内の順に比較検討すること。

○土地の選定にあたっては、転用目的、面積等を勘案して可能な限り複数の候補地を挙げて、個別に詳細かつ客観的に検討すること。

○やむを得ず農用地区域内の土地を選定した場合、農業への支障がより少ない場所を検討すること。

※施設等の立地条件（位置的条件、交通条件、環境条件、規模等）、候補地及び選定理由を記載した書面を添付すること。

※土地利用計画図（1/2,500程度）に候補地の位置を示し、それぞれの候補地の土地及び周辺の土地の地目と農用地区域がわかる図面（詳細農用地利用計画図等）を添付すること。

※除外面積の算定根拠を記載した書面を添付すること。

② 第２号要件

○次の点に留意して、農業上の効率的かつ総合的な利用への支障の有無を具体的に記載すること。

　　　　・農地の集団化を阻害しないか。

・集団的な農地の中に他用途の土地が介在することにより、農業機械の効率的な利用や病害虫防除等に支障がないか。

　　　　・農業的土地利用を図るべき区域の中で、無秩序な開発行為が行われることにより、土地改良事業や農地流動化施策に支障を及ぼさないか。

③ 第３号要件

○次の点に留意して、効率的かつ安定的な農業経営を営む者に対する農用地の利用集積への支障の有無を具体的に記載すること。

　　　　・経営規模の大幅な縮小により、認定を受けた農業経営改善計画を達成することができなくならないか。
・経営する一団の農用地の集団化を損なわないか。
④ 第４号要件

○土地改良施設の機能への支障の有無を具体的に記載するとともに、当該施設の管理者との協議の結果を記載すること。

⑤ 第５号要件

○「工事が完了した年度の翌年度から起算して8年を経過した土地」であっても、当該事業の対応措置等について、農振担当課、土地改良事業担当課等と十分に協議の上、その結果を記載すること。

なお、当該事業については、単独県費補助事業を含めるものとする。

○非農用地区域の設定を行う場合、その協議の状況を記載すること。
２「変更要件の適合性」の「農用地区域への編入」欄

○法第10条第3項の規定に基づく該当要件を具体的に記載すること。

３「変更要件の適合性」の「用途区分の変更」欄

○用途区分の変更を行う必要性を具体的に記載すること。

４「総合意見」欄

○変更要件の適合性を総合的に判断し、農用地利用計画の変更をすることの妥当性を具体的に記載すること。
